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（１）簡素で効率的な行政組織等の整備
組織体制の見直し、適正な定員・給与の管理、公社等改革の推進等

（２）信頼性を高める行政運営
法令遵守意識の徹底、内部統制制度の適切な運用と監査制度の充実等

（３）県政運営の透明性の確保
    効果的・効率的な政策の形成・推進、情報公開制度の適切な運用等

（４）県政を担う人材の育成・確保
 　 行政ニーズに応じた多様な人材確保、女性職員の活躍推進等

みやざき行財政改革プラン（第四期）の概要

限られた人員・財源の中で、多様化・高度化する県民ニーズに的確に対応しながら、県民本位の行財政
改革を推進するため、「みやざき行財政改革プラン（第四期）」に基づき様々な取組を着実に推進するこ
とにより、持続可能な行財政基盤の確立を図ります。

○推進期間
令和５年度～令和８年度（４年間）

○推進体制
行財政改革推進本部（本部長：知事）を中心とした全庁的な行財政改革を推進するとともに、行財政改革懇談会

（外部有識者）に意見を求めます。
○進捗状況等の公表

県民に分かりやすい形で毎年度公表します。

改革の視点１　県政運営を支える行政基盤の構築と人材づくり

【改革プログラム】

財政健全化指針

●本県の財政状況
本県財政は、県税等の自主財源に乏しい脆弱な財政基盤にあり、今後、社会保障関係費に加え、物価高騰等対策や

防災・減災対策、公共施設の老朽化対策等に多額の財政負担が見込まれることから、引き続き健全な財政運営を行って
いく必要があります。
●令和８年度当初予算の概要

予算額（一般会計）は、以下の考え方に基づき編成し、前年度当初予算額と比べ、３．３％増の６，９００億円と
なっています。基本理念

県総合計画の基本理念『安心と希望の未来への展望』を
支える持続可能な行財政基盤の確立

改革の視点２  多様な主体との連携と県民目線のサービスの提供

改革の視点３　行政のデジタル化と働き方改革の推進

（１）多様な主体との連携・協働
企業、大学、ＮＰＯ、ボランティア等との連携・協働等

（２）市町村等との連携
市町村や国の機関との連携、市町村間連携の取組支援等

（３）県政情報の発信と県民ニーズの把握
    分かりやすい適時・的確な広報等

（４）県民サービス・利便性の向上
    行政手続の簡素効率化、相談窓口の利便性向上等

（１）行政サービスのデジタル化の推進
ＩＣＴ等を活用した行政サービスの利便性向上等

（２）ＩＣＴの活用等による業務効率化
ＩＣＴを活用した業務効率化、デジタル人材の育成等

（３）全ての職員が働きやすい職場環境づくり
    柔軟な働き方の推進、仕事と子育て・介護が両立できる職場環境の整備等

（１）自主財源の確保とコスト縮減
県税収入確保に関する取組強化、省エネ・省資源の徹底等

（２）県有財産等の資産の有効活用
公共施設等の総合的かつ計画的な管理、知的財産権の取得と活用促進等

改革の視点４　健全な財務基盤の構築と資産の有効活用

行財政改革の推進 宮崎県の財政

※財政関係２基金：財政調整積立金、県債管理基金（財源調整部分）
※令和６年度までは決算額、令和７年度は２月補正後、令和８年度は当初
予算編成後の見込額

※平成27年度、令和元年度、令和５年度は６月補正後の予算額
※令和５年度の24億円は新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交
付金償還金
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※令和６年度までは決算額、令和７年度は２月補正後、令和８年度は当
初予算編成後の見込額
※臨時財政対策債：地方交付税の代替財源として措置される県債。償還
金の全額が後年度交付税措置される。
※普通債：特例的な県債（臨時財政対策債等）を除く実質的な県債

□ 令和８年度当初予算については、日本一挑戦プロジェクトをはじめとする「重点施策の推進」及び「財政の健全性の確保」
の大きな２つの考え方に基づき、これまでの取組を次なる成長へと確実につなげ、みやざきの未来を創る予算として、以下
の三本柱で編成しています。
１　日本一挑戦プロジェクトの総仕上げ

（1）子ども・若者　～日本一生み育てやすい県へ～ 
   （2）グリーン成長  ～再造林率日本一へ～
   （3）スポーツ観光  ～スポーツ環境日本一へ～

２　人口減少社会に適応する持続可能なくらし・産業づくり
   （1）持続可能で安全・安心なくらしづくり
   （2）人口減少下でも成長する高付加価値型の「稼ぐ」産業づくり

３　未来を切り拓く新たな発展に向けた礎づくり
（1）国スポ・障スポ開催を契機とした地域振興

   （2）国内外との架け橋となる広域交通ネットワークの整備加速化
   （3）置県１５０年を見据えたソフト・ハード両面からの先駆的な取組の推進

予算規模の推移(当初予算） 県債残高の推移（各年度末）

（年度） 

（億円） 

財政関係２基金残高の推移（各年度末）
（億円） （億円） 臨時財政対策債 普通債（実質的な県債）臨時交付金償還金通常予算

宮崎県の歳入・歳出（一般会計）

諸収入 6.8%

6 2 3億円

県税 16.2%
1 , 1 1 6億円

30 6億円

使用料及び手数料など 2.0%
1 3 9億円

地方消費税
清算金 9.0%

4 6 8億円

繰入金 7.9%
5 4 3億円

地方交付税 30.4%
2 , 0 9 6億円

県債 8.2%
5 6 3億円

地方譲与税など 4.4%

歳入
6,900 億円

自主財源
2,889億円
（41.9％）

依存財源
4,010億円
（58.1％）

国庫支出金 
15.2%
1 , 0 4 6億円

59 0億円

公債費 9.5%
6 5 9億円

貸付金 5.9%
4 0 7億円

補助費等 29.3%
2 , 0 1 9億円

直轄 1.2%
8 0億円

その他 8.6% 1 , 0 4 5億円
人件費（教育） 15.1%

1 , 6 5 3億円
人件費 24.0%

3 7 8億円
人件費（知事部局等） 5.5%

2 3 1億円
人件費（警察） 3.3%

扶助費 2.5%
1 6 9億円

歳出
6,900 億円

義務的
経費

投資的経費

その他
一般行政経費

2,481億円
（36.0％）

1,402億円
（20.3％）

3,016億円
（43.7％）

補助 10.6%
7 3 4億円

単独 5.8%
普通建設事業費 17.6%4 0 1億円 1 , 2 1 5億円
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災害復旧事業費 2.7%
1 8 7億円

5,7785,821
6,052 6,128

6,255
6,415

6,838

5,818

24
6,5986,598 6,6806,680

6,9006,900

6,8146,814


